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厚 生 労 働 省 

令 和 ８ 年 ７ 月２９日 

１ ４ 時 ０ ０ 分 現 在 

 

 

熊本を震源とする地震について（第１４報） 

 

 

１ 厚生労働省における対応 

（1）07/28  16:27  厚生労働省災害情報連絡室設置 

07/28   18:20  厚生労働省災害対策本部設置（厚生労働大臣ヘッド） 

07/28   21:15  令和８年熊本地震に関する厚生労働省災害対策本部会議 

（2）熊本県、佐賀県、福岡県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島県に対し、災

害時保健医療福祉活動支援システム（D24H）を活用した迅速な災害対応を

依頼（7/28熊本県、佐賀県、福岡県、長崎県、大分県、宮崎県、鹿児島

県） 

（3）厚生労働省保健医療福祉調整本部支援チーム（医務技監ヘッド）につい

て、情報連携開始。（7/28） 

（4）熊本県に対して厚生労働省本省から、職員を３名派遣（審議官級１名、企

画官級１名、補佐級１名） 

 

２ 医療関係 

(1) 医療関係情報（7月29日 13時00分時点） 

7月28日16時28分 熊本 EMIS 災害モードに変更 

7月28日16時31分 長崎 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時32分 栃木 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時32分 福岡 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時31分 佐賀 EMIS 災害モードに変更 

        ⇒佐賀 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時29分 三重 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 岡山 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 北海道 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時30分 香川 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時34分 福井 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 群馬 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 京都 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 岐阜 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時34分 大分 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 山口 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時36分 東京 EMIS 警戒モードに変更 
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7月28日16時33分 宮城 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時36分 鹿児島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時36分 奈良 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時35分 静岡 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時37分 埼玉 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時37分 山梨 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時38分 大阪 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時33分 宮崎 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時39分 広島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 神奈川 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時30分 秋田 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時41分 徳島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 青森 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時40分 愛媛 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時40分 岩手 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時42分 茨城 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時41分 和歌山 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時42分 福島 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時44分 滋賀 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 千葉 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時45分 石川 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時46分 新潟 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 島根 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時31分 愛知 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時52分 富山 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時55分 沖縄 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時27分 鳥取 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時55分 長野 EMIS 警戒モードに変更 

7月28日16時58分 山形 EMIS 警戒モードに変更 

 7月28日17時03分 兵庫 EMIS 警戒モードに変更 

 7月28日17時03分 高知 EMIS 警戒モードに変更 

 

(2)医療施設の被害状況（7月29日13時00分時点） 

市町村名 

被災 

施設数   

被災状況別内訳 

浸水 停電 断水 医療ガス その他 

最大  現在  最大  現在  最大  現在  最大  現在  最大  現在  最大  現在   

熊本県(合計) 54 44 0 0 16 9 49 40 12 8 8 8 
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宇土市（うと

し） 
3 3 0 0 3 2 2 2 2 2 0 0 

宇城市（うき

し） 
11 9 0 0 6 4 10 9 2 2 3 3 

美里町（みさと

まち） 
2 1 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0 

菊池市（きくち

し） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

合志市（こうし

し） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

菊陽町（きくよ

うまち） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

八代市（やつし

ろし） 
17 14 0 0 2 1 17 14 6 4 4 4 

氷川町（ひかわ

ちょう） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

水俣市（みなま

たし） 
1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

芦北町（あしき

たまち） 
1 1 0 0 0 0 1 1 0 0 0 0 

熊本市（くまも

とし） 
8 7 0 0 1 0 8 7 0 0 0 0 

御船町（みふね

まち） 
2 1 0 0 1 0 2 1 1 0 0 0 

益城町（ましき

まち） 
3 3 0 0 1 1 2 2 0 0 0 0 

甲佐町（こうさ

まち） 
2 0 0 0 1 0 2 0 1 0 0 0 

 

(3)ＤＭＡＴの活動状況（7月29日 13時00分時点） 

熊本県内においてＤＭＡＴ30隊が活動中（本部活動18隊、現場活動12隊） 

全国のＤＭＡＴが自動待機 

島根県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

兵庫県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

長崎県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

熊本県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

佐賀県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

京都府：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

鹿児島県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 
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宮崎県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

香川県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

群馬県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

福岡県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

沖縄県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/28） 

大阪府：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/29） 

和歌山県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/29） 

鳥取県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/29） 

岡山県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/29） 

愛媛県：ＤＭＡＴ調整本部設置（7/29） 

  熊本県は、九州全県のＤＭＡＴに対して派遣要請（7/28） 

 

(4)ＤＰＡＴの活動状況（7月29日 13時00分時点） 

熊本県内において日本ＤＰＡＴ10隊が活動中 

（本部活動２隊、現地活動８隊（移動中含む）） 

  全国のＤＰＡＴに待機要請 

  宮崎県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ(7/28) 

  熊本県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ(7/28) 

長崎県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ(7/28) 

鹿児島県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

東京都：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

佐賀県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

福岡県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/28） 

青森県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

群馬県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

島根県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

愛媛県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

北海道：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

栃木県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

神奈川県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

三重県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

兵庫県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

岡山県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

大分県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

沖縄県：ＤＰＡＴ調整本部立ち上げ（7/29） 

    熊本県は、全国のＤＰＡＴに対して派遣要請。 

 

（5）医薬品・医療機器製造販売業、卸売製造販売業関係 

 各都道府県、関係団体に対し、注意喚起を行うとともに、被害状況を把握し

た場合には報告するよう依頼（7/28）。 
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 各関係団体に対し、医薬品・医療機器等の供給に支障が生ずることのないよ

う、また、適正な流通を阻害することがないよう依頼（7/28）。 

○医薬品の製造販売業者より被害報告あり。ただし、いずれの事案も、在

庫の存在等により製品の供給に支障はないと報告を受けている。（7/29） 

 

３ 社会福祉施設等関係 

九州地方各県に対し、被害状況を把握した場合には報告するよう依頼

（7/28） 

（1）高齢者関係施設の被害状況 

  熊本県内の82施設から以下のとおり報告あり。（7/29） 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 ガス停止 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県 

（合計） 
82 82 70 70 7 7 23 23 28 28 

 熊本市 

(くまもとし) 
28 28 25 25 3 3 6 6 8 8 

 天草市 

(あまくさし) 
3 3 3 3 0 

 

0 
0 0 0 0 

 宇城市 

(うきし) 
11 11 11 11 2 2 2 2 9 9 

 八代市 

(やつしろし) 
12 12 11 11 0 0 6 6 7 7 

 益城町 

(ましきまち) 
2 2 2 2 0 0 0 0 1 1 

 あさぎり町 
(あさぎりちょう) 

2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 

 芦北町 

(あしきたまち) 
1 1 0 0 0 0 1 1 1 1 

 宇土市 

(うとし) 
1 1 1 1 0 0 1 1 1 1 

 菊池市 

(きくちし) 
7 7 1 1 0 0 6 6 0 0 

 菊陽町 

(きくようまち) 
4 4 4 4 0 0 0 0 0 0 

 玉名市 

(たまなし) 
2 2 2 2 0 0 0 0 0 0 

 合志市 

(こうしし) 
1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 

 産山村 

(うぶやまむら) 
3 3 3 3 0 0 0 0 0 0 

 上天草市 
(かみあまくさし) 

3 3 3 3 0 0 0 0 0 0 
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 氷川町 

(ひかわちょう) 
1 1 0 0 1 1 0 0 0 0 

 美里町 

(みさとまち) 
1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 

 

（2）障害児者関係施設の被害状況 

  熊本県内の104施設から以下のとおり報告あり。（7/29） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）その他施設の被害状況 

   熊本県内の救護施設から以下のとおり報告あり。（7/29） 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 ガス停止 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 4 3 2 2 0 0 1 0 2 2 

 熊本市 

(くまもとし) 
1 0 0 0 0 0 1 0 0 0 

 八代市 

(やつしろし) 
1 1 0 0 0 0 0 0 1 1 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 104 104 80 80 24 24 26 26 

熊本市 

（くまもとし） 

38 38  31 31 6 6 7 7 

宇城市 

（うきし） 

28 28 24 24 12 12 9 9 

甲佐町 

（こうさまち） 

5 5 3 3 1 1 5 5 

八代市 

（やつしろし） 

15 15 5 5 1 1 3 3 

宇土市 

（うとし） 

6 6 6 6 4 4 2 2 

合志市 

（こうしし） 

4 4 3 3 0 0 0 0 

大津町 

（おおづまち） 

2 2 2 2 0 0 0 0 

御船町 

（みふねまち） 

4 4 4 4 0 0 0 0 

益城町 

（ましきまち） 

2 2 2 2 0 0 0 0 
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 芦北町 

(あしきたまち) 
1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 

 西原村 

(にしはらむら) 
1 1 1 1 0 0 0 0 0 0 

 

 (4)DWAT の活動状況 

  熊本県の DWAT が待機。 

  各都道府県に対して、熊本県から応援派遣があった場合に備え、管内の

DWAT チーム員との連絡体制の確保等を依頼済み。 

 

   

４ 保健･衛生関係     

（1）人工透析患者の安否 

各都道府県に対し、透析医療の提供が困難となる事態にも対応できるよう注

意喚起を行うとともに、被害状況確認の連絡体制確保を要請した。 

また、日本透析医会に対し、情報共有について協力を依頼した（7/28）。 

熊本県内にある94カ所の透析施設のうち、日本透析医会の運営している災

害時情報ネットワークを通じて、12カ所の透析施設より透析実施困難との報

告を確認している。 

熊本県及び透析医会を通じて、透析患者の医療機関調整の状況や透析施設

の復旧状況をフォローアップ中。 

 

（2）人工呼吸器使用者の安否 

  各都道府県・指定都市・中核市・児童相談所設置市に対し、特に在宅で人

工呼吸器を使用している難病患者に関する対応について注意喚起を行うと

ともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。  

  患者団体に対し、地区支部を通じて、特に在宅で人工呼吸器を使用してい

る難病患者への被害情報の把握について協力を依頼（7/28）。  

現時点で被害報告無し。 

 

（3）DHEAT の活動状況 

全国 DHEAT 協議会、DHEAT 事務局について連絡体制を確保済み（7/28） 

※ 「【事務連絡】災害発生等健康危機に関する連絡体制の確保等につい

て」、「【事務連絡】避難所等に関する資料について」（令和８年７月28日

付け厚生労働省健康･生活衛生局健康課事務連絡） 

熊本県において、DHEAT 先遣隊及び DHEAT の派遣要請あり（7/28）。 

宮崎県より DHEAT 先遣隊１チームが熊本県本庁に派遣予定（7/29）。 

※ 「【事務連絡】令和８年熊本地震にかかる DHEAT 先遣隊の派遣につい

て（依頼）」（令和８年７月28日付け厚生労働省健康･生活衛生局健康課事

務連絡） 
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長崎県より DHEAT 先遣隊１チームが熊本県八代保健所に派遣予定

（7/29）。 

※ 「【事務連絡】令和８年熊本地震にかかる DHEAT 先遣隊の派遣につい

て（依頼）」（令和８年７月29日付け厚生労働省健康･生活衛生局健康課事

務連絡） 

各都道府県・指定都市に対し、派遣準備依頼の事務連絡を発出済

（7/29）。 

※ 「（事務連絡）DHEAT の派遣の準備依頼について」（令和８年７月29日

付け厚生労働省健康･生活衛生局健康課事務連絡） 

 

（4）保健師等派遣チームの活動状況 

熊本県において保健師等派遣チームの派遣要請あり（7/29）。  

  九州地域各県に対し、派遣依頼の事務連絡を発出（7/29）。 

※ 「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る保健師等チームの応援派遣可否につ

いて（照会）」（令和８年７月29日付け厚生労働省健康･生活衛生局健康課事務

連絡） 

 

（5）被災者の健康管理 

各都道府県等に対し、地震の影響による保健所等の被害情報の収集や保

健所等に被害があった場合に厚生労働省へ連絡することを要請。また、被

災地で保健師などが行う保健活動に活用するための資料をまとめた事務連

絡を送付し、避難所生活を送る被災者の健康管理を行うにあたり、熱中症

やエコノミークラス症候群等に対し十分な対策を行うよう依頼（７/28）。  

 

(6) 感染症対策 

避難所における咳エチケットや手指衛生、換気の徹底といった感染予防

対策を含め、災害に係る感染症予防対策について事務連絡とリーフレット

を発出するとともに、国立感染症研究所の専門家を派遣可能であることを

周知。（７/28） 

※「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る感染症対策等について」（令和８年

７月28日付け厚生労働省健康・生活衛生局感染症対策部感染症対策課事務連

絡） 

 

（7）公費負担医療 

公費負担医療(原爆、感染症、難病、小慢、特定疾患、肝炎等)につい

て、受給者証等がなくても受診でき、緊急の場合は指定医療機関以外の医

療機関でも受診できる取扱いとする旨の事務連絡を都道府県及び関係団体

宛に発出（７/28）。 

※ 「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る公費負担医療の取扱いについて」

（令和８年７月28日付け関係課連名事務連絡） 
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(8) 食中毒対策 

 避難所における食中毒の発生防止及び発生時の情報共有について事務連

絡をリーフレットと共に発出。（７/29） 

※「【事務連絡】令和８年熊本地震に伴い設置された避難所での食中毒対策

について」（令和８年７月29日付け健康・生活衛生局食品監視安全課事務連

絡） 

 

５ 薬局、輸血用血液製剤、毒物劇物関係   

（1）薬局、薬剤師 

各都道府県、保健所設置市、特別区に対し、薬局に関する対応について

注意喚起を行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

熊本県薬務衛生課より7/28 22時時点での被害状況について報告あり。 

 

施設種別 件数 
市町村名 

（件数） 
被害内容 現況及び今後の対応 

薬局 22 

熊本市（6） 

八代市（9） 

宇城市（4） 

御船町（1） 

天草市（1） 

益城町（1） 

建物・設備被

害、停電、断

水、医薬品破

損等 

・引き続き情報の収集に

努める。 

・イオンモール熊本内の

薬局は被害がでていると

思われる。 

 

（2）輸血用血液製剤の供給 

採血事業者（日本赤十字社）に対し、採血所や製造施設に関する対応に

ついて注意喚起を行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

現時点で被害報告なし。 

 

（3）毒物劇物 

各都道府県、保健所設置市、特別区に対し、薬局に関する対応について

注意喚起を行うとともに、被害発生時における報告を要請（7/28）。 

現時点で被害報告なし。 

 

６ 地方支分部局関係 

（1） 都道府県労働局関係（管内の状況） 【7月29日 10:30時点】 

地震の発生に伴い、確認された都道府県労働局の被害状況は以下の２点

のみ。 

 

○ 熊本労働局管内 

・八代労働基準監督署に勤務する非常勤職員が、勤務を終えて自宅にいた

ところ、肩を負傷して病院を受診した。 
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○ 鹿児島労働局管内 

・川内公共職業安定所宮之城出張所において、空調の不具合が確認された

が、保守事業者に連絡をとり、所要の操作を行って復旧させた。 

また、本日7/29（水）の臨時閉庁状況は以下のとおり。 

○熊本労働局 

・終日閉庁 

宇城公共職業安定所 

・安全が確認され次第開庁 

熊本労働基準監督署 

八代労働基準監督署 

熊本公共職業安定所（付属施設を含む） 

熊本公共職業安定所上益城出張所 

八代公共職業安定所 

菊池公共職業安定所 

天草公共職業安定所 

水俣公共職業安定所 

助成金センター 

・通常通り開庁 

熊本労働局（助成金センターを除く） 

玉名労働基準監督署 

人吉労働基準監督署 

天草労働基準監督署 

菊池労働基準監督署 

玉名公共職業安定所 

球磨公共職業安定所 

阿蘇公共職業安定所 

 

 （２）地方厚生（支）局関係 

 ・職員の人的被害なし。 

・九州厚生局熊本事務所の入居庁舎（熊本第二合同庁）において一時的に断

水があったが、21:40時点で復旧が確認された。その他の庁舎においては被

害なし。 

 

７ 障害者支援関係 

(1) 災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要援護障害者等につ 

いて、特別な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者について、 

利用者負担の減免ができることや、障害福祉サービス事業所で災害による 

定員超過利用が認められることなど）について周知し、特段の配慮を要請 

（7/28）。 
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(2) 精神保健福祉法における入院手続について 

被災地で新たに措置入院を行う際の手続や、医療保護入院者の転院を行

う際に同意する家族等を見つけるのが困難な場合における手続等について 

Q＆A を発出（7/28）。 

 

(3) 特別児童扶養手当等に係る提出書類の省略等について 

特別児童扶養手当等の認定等に係る提出書類の省略や一定の被害を受け

た被災者に係る所得制限の特例措置等について都道府県等に要請（7/29） 

 

８ 医療保険関係 

○ 被災に伴い被災者がマイナ保険証又は資格確認書等を保険医療機関に提

示できない場合においても医療保険による受診が可能である旨について、

関係者に対する周知を、関係団体、都道府県、地方厚生（支）局に要請

（7/28）。 

※「令和８年熊本地震に伴う災害の被災者に係るマイナ保険証又は資格確

認書等の提示等について」（令和８年７月28日付け保険局医療課事務連絡）

を送付（7/28）。 

 

○ 全国健康保険協会、健康保険組合、健康保険組合連合会、社会保険診療

報酬支払基金及び地方厚生(支)局に対して、災害その他の特別の事情があ

る被保険者に係る一部負担金等の徴収猶予及び減免を行うことができる旨

を改めて周知。 

※「災害により被災した被保険者等に係る一部負担金等及び健康保険料の

取扱い等について」（令和8年7月28日付け保険局保険課事務連絡）を送付

(7/28) 

 

〇 各都道府県に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料（税）・

一部負担金の減免を行うことができる旨を周知。 

※「「災害により被災した国民健康保険被保険者に係る国民健康保険料

（税）等の取扱いについて」の再周知について」（令和8年７月28日付け厚生

労働省保険局国民健康保険課事務連絡）を送付（７／28）。 

※平成25年5月に発出した事務連絡を再周知。 

 

○ 各都道府県等に対して、災害により被災した被保険者に係る保険料・一

部負担金の減免を行うことができる旨を周知。 

※「【事務連絡】令和８年熊本地震に係る後期高齢者医療制度の一部負担金

及び保険料の取扱いについて」 

（令和７年７月28日付け保険局高齢者医療課事務連絡）を送付（7/28）。 

※平成25年5月に発出した事務連絡を再周知。 
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○ 被災者がマイナンバーカードを保険医療機関等に持参できない場合にお

いても、オンライン資格確認システムで薬剤情報等が提供可能となる緊急

時機能のアクティブ化を実施（7/28）。関係者に対する周知を、関係団体、

都道府県、地方厚生（支）局に要請（7/28）。 

※「 令和８年熊本地震に係るオンライン資格確認等システムにおける「緊

急時医療情報・資格確認機能」をアクティブ化する医療機関・薬局の範

囲・期間について」（令和８年７月28日付け保険局医療介護連携政策課、医

薬局総務課、社会・援護局保護課事務連絡）を送付（7/28）。 

 

 ○ 今般発生した令和８年熊本地震が、「災害発生時における保険診療関係等

及び診療報酬の取扱いについて」（令和８年３月31日付け保医発0331第２号

保険局医療課長通知）に規定する「対象となる災害」に該当すること等に

ついて、関係者に対する周知を関係団体、都道府県、地方厚生（支）局に

要請（7/29）。 

※「令和８年熊本地震に係る保険診療関係等及び診療報酬の取扱いについ

て（周知）」（令和８年７月 29日付け保険局医療課事務連絡）を送付

（7/29）。 

 

９ 介護保険関係 

（1）被災した要介護高齢者等への対応について 

○災害救助法が適用された自治体に対して、被災した要介護高齢者等につ

いて、特別な対応（被災し、利用者負担をすることが困難な者につい

て、利用者負担の減免ができることや、介護保険施設等で災害等による

定員超過利用が認められることなど）について周知し、特段の配慮を要

請（7/28熊本県）。 

○当該周知、要請を行ったことにつき、各都道府県・市町村にも連絡

（7/28）。 

○また、各都道府県・市町村に対し、被災者は被保険者証等を提示しなく

ても介護サービスを利用できるよう対応することを可能とする事務連絡

を発出（7/28）。  

 

（2）被災に係る介護報酬等の取扱いについて 

〇要介護高齢者等や介護サービス事業所が被災した場合における介護報酬

等の取扱いについて、緊急的に柔軟な対応が可能であることを周知

（7/28）。 

 

10 労働関係 

（1）労働基準関係 

○労働基準関係の業務運営について  

・各都道府県労働局に事務連絡を発出し、被災地域における労働基準関係
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の業務運営について指示（7/28）。 

※「自然災害時における労働基準関係行政の運営について（令和８年熊本

地震）」（令和８年７月28日付け事務連絡） 

①労災保険給付の請求について、事業主等の証明が受けられなくても請

求書を受理する等の手続きの簡略化 

②労働保険料等の納付について、事業主等からの申請に基づく猶予措置

等の実施 

③企業が倒産等し賃金未払のまま退職を余儀なくされた労働者に対する 

未払賃金立替払制度の申請手続きの簡略化 

○労働基準局所管施設（障害者関係施設）の被害状況について 

 
被災施設数 

被災状況内訳 

建物被害 停電 断水 

最大 現在 最大 現在 最大 現在 最大 現在 

熊本県（合計） 1 1 1 1 0 0 1 1 

宇土市 

（うとし） 

1 1 1 1 0 0 1 1 

 

（2）職業安定関係 

○雇用保険関係  

・各都道府県労働局宛に事務連絡を周知し次の事項を指示（7/29）。（事

務連絡「災害救助法適用時における求職者給付の支給に関する特例措

置に関する留意事項等について」）  

① 災害により休業するに至った事業所の早急な把握に努めること、当

該事業所の労働者で一時的に離職を余儀なくされた者は基本手当の特

例措置の対象になること等  

② 被災地域の受給資格者に対する配慮（失業認定日変更、必要書類の確

認、失業の認定における弾力的な取扱い等）を行うこと 

 

（3）人材開発関係 

  ○能力開発施設等 

・ 熊本県内の都道府県立公共職業能力開発施設２校について、熊本県

より２校の被害報告あり。 

熊本県立高等技術専門校については、外壁にひび割れ、扉の開閉が

不自由との被害報告あり。現在夏季休業中。 

熊本県立技術短期大学校については、外壁の表面剥離、天井破損、

扉のガラス破損、本部棟の冷房停止(チラーからの大量の水漏れあり)

の被害報告あり。7/28は休校とし、その後は被害状況を踏まえて検討

中。 

  ○その他の人材開発関連施設 

・ 外国人技能実習機構の熊本支所については建物被害なく、職員につ



14 

 

いても全員無事を確認。熊本支所の全職員が避難のため退庁している

ため、７月29日朝から、被災状況及び技能実習生の安否確認等必要な

対応を行う予定。 

 

11 年金関係 

○日本年金機構に対して、災害により被災した被保険者に係る国民年金保険

料の免除を行うよう指示するとともに、対象市町村に対しても周知

（7/29） 

○日本年金機構に対し、災害により被害を受けた適用事業所に対する厚生年

金保険料等の納付の猶予制度等に係る周知について通知を発出するととも

に、地方厚生局にも併せて通知を発出（7/29） 

 

12 災害ボランティア関係 

○ 社会福祉協議会において災害ボランティアセンターが開設されている自治体

は、１県であり、詳細は下表のとおり。  

県名  市町村名  開設日  閉鎖日  

熊本県 － 7 月 29日 － 

 ※ニーズ調査中のためボランティアの募集を開始していない場合等がある。  

 ※募集範囲を同一県内在住者等に限っている場合がある。 

 

以上 


